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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第36期
第２四半期
連結累計期間

第37期
第２四半期
連結累計期間

第36期

会計期間
自 平成26年12月21日
至 平成27年６月20日

自 平成27年12月21日
至 平成28年６月20日

自 平成26年12月21日
至 平成27年12月20日

営業収益 (千円) 2,114,809 2,008,674 4,199,812

経常利益 (千円) 253,141 231,415 464,780

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 154,573 148,511 277,447

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 195,773 100,085 298,845

純資産額 (千円) 7,135,758 7,197,150 7,163,608

総資産額 (千円) 8,457,410 8,449,948 8,501,917

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 21.37 20.53 38.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 84.4 85.2 84.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 207,090 204,981 412,892

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,885 △5,020 △10,081

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △78,298 △66,708 △153,530

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 4,945,935 5,208,561 5,075,308
 

 

回次
第36期
第２四半期
連結会計期間

第37期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年３月21日
至 平成27年６月20日

自 平成28年３月21日
至 平成28年６月20日

１株当たり四半期純利益 (円) 14.34 12.22
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　

EDINET提出書類

株式会社ＫＧ情報(E05416)

四半期報告書

 2/18



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。　

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円高などにより投資に対する姿勢が慎重化し踊り場局面から

脱せない状況にあり、また、４月中旬に発生した熊本地震による深刻な被害が足許の景気を下押しするなど、その

先行きは不透明な状況にあります。

 このような中、当社グループは各分野において既存事業の育成及び新規エリアへの進出を行うと同時に、一部情

報誌の休刊、組織の見直しを実施するなど効率の向上に努めました。この結果、住宅関連情報における家づくり相

談、紹介サービス及びブライダル関連情報に係る結婚相談サービスの成長等がありました。しかしながら、事業内

容の見直しを実施しているクーポン関連情報の減収及びブライダル関連情報における情報誌の休刊等により、営業

収益は20億８百万円（前年同期比5.0％減）となり、営業利益は２億２千万円（前年同期比10.1％減）、経常利益

は２億３千１百万円（前年同期比8.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は１億４千８百万円（前年同期

比3.9％減）となりました。

なお、当社グループにおける報告セグメントは情報関連事業のみであり、開示情報としての重要性が乏しいた

め、セグメント情報の記載は省略しております。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間の総資産は前連結会計年度から５千１百万円減少し、84億４千９百万円となりまし

た。流動資産は前連結会計年度から６千４百万円増加し、56億６千９百万円となりました。この主な要因は、現金

及び預金の増加１億３千３百万円及び受取手形及び売掛金の減少６千７百万円等によるものであります。固定資産

は前連結会計年度から１億１千６百万円減少し、27億８千万円となりました。これは主に、投資その他の資産その

他の減少７千８百万円、建物及び構築物の減少２千万円並びに機械装置及び運搬具の減少１千７百万円等によるも

のであります。

　負債総額は前連結会計年度から８千５百万円減少し、12億５千２百万円となりました。流動負債は前連結会計年

度から６千１百万円減少し、９億２千８百万円となりました。これは主に、未払金の減少６千６百万円、賞与引当

金の増加３千万円及び買掛金の減少１千５百万円等によるものであります。固定負債は前連結会計年度から２千４

百万円減少し、３億２千４百万円となりました。これは主にその他の減少２千５百万円等によるものであります。

　純資産は前連結会計年度から３千３百万円増加し、71億９千７百万円となり、この結果、自己資本比率は85.2%

となりました。　
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間は、下記の理由により、現金及び現金同等物の四半期末残高は前連結会計年度から１

億３千３百万円増加し、52億８百万円となりました。　

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローにより増加した資金は、２億４百万円（前年同四半期は２億７百万円の増

加）となりました。これは税金等調整前四半期純利益２億３千１百万円に非資金損益項目である減価償却費４千７

百万円及び賞与引当金の増加額３千万円、売上債権の減少額６千６百万円等による資金増加並びに法人税等の支払

額８千７百万円及びその他の流動負債の減少額７千１百万円等の資金減少によるものであります。　

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローにより減少した資金は、５百万円（前年同四半期は８百円の減少）となりま

した。これは主に無形固定資産の取得による支出８百万円及び差入保証金の回収による収入３百万円等によるもの

であります。　

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローにより減少した資金は、６千６百万円（前年同四半期は７千８百万円の減

少）となりました。これは配当金の支払額６千６百万円によるものであります。　

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,548,800

計 29,548,800
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年６月20日)

提出日現在発行数(株)
(平成28年７月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,398,000 7,398,000
東京証券取引所
JASDAQ

(スタンダード)

単元株式数は100株であ
ります

計 7,398,000 7,398,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年６月20日 ― 7,398,000 ― 1,010,036 ― 983,604
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(6) 【大株主の状況】

平成28年６月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＯＨＡＮＡ 岡山県赤磐市桜が丘西７―20―２ 3,351 45.29

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５―１ 261 3.53

益田　武美 岡山県赤磐市 221 2.99

須田　幸正 岡山市北区 220 2.98

ＫＧ社員持株会 岡山市北区辰巳20―113 207 2.80

ＧＯＬＤＭＡＮ 　ＳＡＣＨ
Ｓ 　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮ
ＡＬ （常任代理人）
ゴールドマン・サックス証券
株式会社

133　ＦＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＬＯＮＤＯ
Ｎ　ＥＣ４Ａ　２ＢＢ　Ｕ．Ｋ．
 
東京都港区六本木６―10―１

191 2.58

株式会社ＫＧ情報 香川県高松市今里町２―２―10 164 2.23

株式会社香川銀行 香川県高松市亀井町６―１ 130 1.76

株式会社中国銀行 岡山市北区丸の内１―15―20 125 1.69

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＳＥ
ＣＵＲＩＴＩＥＳ ＳＥＲＶＩ
ＣＥＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲ
Ｇ／ＪＡＳＤＥＣ／ＡＣＣＴ
ＢＰ２Ｓ ＤＵＢＬＩＮ ＣＬ
ＩＥＮＴＳ－ＡＩＦＭ
（常任代理人）
香港上海銀行東京支店　カス
トディ業務部

33 ＲＵＥ ＤＥ ＧＡＳＰＥＲＩＣＨ， Ｌ－
5826 ＨＯＷＡＬＤ－ＨＥＳＰＥＲＡＮＧＥ，
ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ
 

 

東京都中央区日本橋３―11―１

112 1.52

計 ― 4,988 67.42
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成28年６月20日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式
（自己保有株式）

164,900

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

7,231,400
72,314 ―

単元未満株式
普通株式

1,700
― ―

発行済株式総数 7,398,000 ― ―

総株主の議決権 ― 72,314 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式 76株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年６月20日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＫＧ情報

香川県高松市今里町二丁
目２-10

164,900 ― 164,900 2.23

計 ― 164,900 ― 164,900 2.23
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年３月21日から平成

28年６月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年12月21日から平成28年６月20日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月20日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,075,308 5,208,561

  受取手形及び売掛金 488,162 421,139

  製品 3,606 4,617

  仕掛品 693 1,366

  原材料及び貯蔵品 11,600 11,222

  その他 28,505 24,943

  貸倒引当金 △3,021 △2,543

  流動資産合計 5,604,855 5,669,306

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 682,807 662,784

   機械装置及び運搬具（純額） 161,434 143,669

   土地 1,601,238 1,601,238

   その他（純額） 21,160 21,949

   有形固定資産合計 2,466,640 2,429,641

  無形固定資産   

   その他 34,687 33,523

   無形固定資産合計 34,687 33,523

  投資その他の資産   

   その他（純額） 396,832 318,705

   貸倒引当金 △1,098 △1,229

   投資その他の資産合計 395,734 317,476

  固定資産合計 2,897,062 2,780,641

 資産合計 8,501,917 8,449,948
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成27年12月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年６月20日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 123,132 107,837

  未払金 384,416 318,284

  未払法人税等 92,604 89,645

  前受金 303,891 316,149

  賞与引当金 1,399 32,344

  その他 84,208 64,036

  流動負債合計 989,652 928,298

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 210,101 210,101

  退職給付に係る負債 62,774 64,284

  資産除去債務 38,784 39,091

  その他 36,996 11,021

  固定負債合計 348,656 324,498

 負債合計 1,338,309 1,252,797

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,010,036 1,010,036

  資本剰余金 983,705 983,705

  利益剰余金 5,130,980 5,212,949

  自己株式 △76,761 △76,761

  株主資本合計 7,047,960 7,129,928

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 115,647 67,221

  その他の包括利益累計額合計 115,647 67,221

 純資産合計 7,163,608 7,197,150

負債純資産合計 8,501,917 8,449,948
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月21日
　至 平成27年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月21日
　至 平成28年６月20日)

営業収益 2,114,809 2,008,674

営業原価 1,605,797 1,533,317

営業総利益 509,011 475,356

販売費及び一般管理費 ※1  263,810 ※1  254,953

営業利益 245,201 220,403

営業外収益   

 受取利息 2,368 1,788

 受取配当金 912 960

 不動産賃貸料 2,755 4,421

 その他 5,062 8,220

 営業外収益合計 11,098 15,389

営業外費用   

 不動産賃貸費用 1,835 2,463

 敷金解約損 492 1,138

 その他 830 776

 営業外費用合計 3,158 4,377

経常利益 253,141 231,415

税金等調整前四半期純利益 253,141 231,415

法人税等 98,567 82,903

四半期純利益 154,573 148,511

親会社株主に帰属する四半期純利益 154,573 148,511
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月21日
　至 平成27年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月21日
　至 平成28年６月20日)

四半期純利益 154,573 148,511

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 41,199 △48,425

 その他の包括利益合計 41,199 △48,425

四半期包括利益 195,773 100,085

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 195,773 100,085

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月21日
　至 平成27年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月21日
　至 平成28年６月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 253,141 231,415

 減価償却費 58,282 47,517

 賞与引当金の増減額（△は減少） 48,133 30,945

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,635 1,509

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,001 △347

 受取利息及び受取配当金 △3,280 △2,748

 補助金収入 ― △2,808

 売上債権の増減額（△は増加） 41,959 66,898

 たな卸資産の増減額（△は増加） 6,559 △1,305

 その他の流動資産の増減額（△は増加） 7,725 3,304

 仕入債務の増減額（△は減少） △13,063 △15,294

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △62,138 △71,242

 その他 1,040 1,346

 小計 341,996 289,190

 利息及び配当金の受取額 3,440 3,006

 法人税等の支払額 △138,346 △87,214

 営業活動によるキャッシュ・フロー 207,090 204,981

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △2,370 △1,678

 無形固定資産の取得による支出 △4,702 △8,816

 差入保証金の差入による支出 △5,297 △771

 差入保証金の回収による収入 3,867 3,817

 補助金の受取による収入 ― 2,808

 その他 △382 △381

 投資活動によるキャッシュ・フロー △8,885 △5,020

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △78,298 △66,708

 財務活動によるキャッシュ・フロー △78,298 △66,708

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 119,906 133,252

現金及び現金同等物の期首残高 4,826,029 5,075,308

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  4,945,935 ※1  5,208,561
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年12月21日 至 平成28年６月20日)

(企業結合に関する会計基準等の適用)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

(減価償却方法の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、損益に与える影響はありません。

 
 

　　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年12月21日 至 平成28年６月20日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。

 

 

（追加情報）

　
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年12月21日 至 平成28年６月20日)

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等

の引き下げ等が行われることになりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の32.1％から平成28年12月21

日及び平成29年12月21日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.7％、平成30年12月21日

に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.5％になります。

　なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月21日
 至 平成27年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月21日
 至 平成28年６月20日)

役員報酬　 111,564千円 110,862千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月21日
 至 平成27年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月21日
 至 平成28年６月20日)

現金及び預金勘定 4,945,935千円 5,208,561千円

現金及び現金同等物 4,945,935 5,208,561
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成26年12月21日 至 平成27年６月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月12日
定時株主総会

普通株式 78,116 10.80 平成26年12月20日 平成27年３月13日 利益剰余金
 

　（注）１株当たり配当額 10.80円には、上場10周年記念配当 5.00円を含んでおります。

 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年７月９日
取締役会

普通株式 75,223 10.40 平成27年６月20日 平成27年８月17日 利益剰余金
 

　（注）１株当たり配当額 10.40円には、創立35周年記念配当 5.00円を含んでおります。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年12月21日 至 平成28年６月20日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年３月15日
定時株主総会

普通株式 66,543 9.20 平成27年12月20日 平成28年３月16日 利益剰余金
 

　（注）１株当たり配当額 9.20円には、創立35周年記念配当 5.00円を含んでおります。

 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月７日
取締役会

普通株式 73,776 10.20 平成28年６月20日 平成28年８月15日 利益剰余金
 

　（注）１株当たり配当額 10.20円には、印刷工場竣工10周年記念配当 5.00円を含んでおります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間(自 平成26年12月21日 至 平成27年６月20日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平

成27年12月21日 至 平成28年６月20日)

　当社グループにおける報告セグメントは情報関連事業のみであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セ

グメント情報の記載は省略しております。

 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年12月21日
至 平成27年６月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年12月21日
至 平成28年６月20日)

(1) １株当たり四半期純利益  21円37銭 20円53銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 154,573 148,511

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

154,573 148,511

    普通株式の期中平均株式数(株) 7,233,024 7,233,024
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

 該当事項はありません。　

 

 

２ 【その他】

 平成28年７月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し次のとおり決議いたしました。

 (イ) 中間配当による配当金の総額 ・・・ 73,776千円　

 (ロ) １株当たりの金額 ・・・ 10.20円

 (ハ) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 ・・・平成28年８月15日　

 (注)１　平成28年６月20日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。

　　 ２　１株当たりの金額には、印刷工場竣工10周年記念配当 5.00円を含んでおります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
 

平成28年７月13日
 

 

株式会社ＫＧ情報

取締役会 御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  和 田 朝 喜 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  三 宅   昇 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＫＧ情

報の平成27年12月21日から平成28年12月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年３月21日から平成

28年６月20日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年12月21日から平成28年６月20日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＫＧ情報及び連結子会社の平成28年６月20日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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